
環境省 北海道地⽅環境事務所

令和6年度大規模災害時北海道ブロック協議会
計画策定・改定WG

第3回ワーキング会議
令和6年11月12日（火）

資料３

～基礎的数値の算出方法について（その2）～

演習問題

1

①災害廃棄物全体量
②片付けごみ発生量
③焼却施設の処理可能量
④最終処分場の処理可能量

北海道地震被害想定調査
結果（H30.2）に示される、
最も災害廃棄物発⽣量が多
くなる災害について計算してい
ただきます。

基礎的数値の推計のうち、本日は下記の項目について、
具体的に計算を⾏っていただきます。

それぞれ、

推計方法の説明 → 演習問題 → 皆さんが計算 → 答え合わせ

の順に進めていきます。

共通事項
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■北海道地震被害想定調査結果（H30.2）に示される地震から各市町村で
建物被害が最も大きい災害について計算していただきます。

発生量等の推計に使用する共通情報は資料4に整理しています。
一般廃棄物に関するデータは、公表されているものから引用しています。最
新の令和5年度のデータは自治体の方で所有されていると思いますので、
適宜更新して計算してください。

地震市町村

函館平野西縁断層帯（モデル45_3）の地震函館市

十勝沖の地震釧路市

野幌丘陵断層帯（モデル45_1)の地震江別市

沼田－砂川付近の断層帯（モデル30_4）の地震深川市

北海道留萌沖（走向N193°E、モデルNo.1）の地震真狩村

増毛山地東縁断層帯（モデル45_2）の地震北竜町

北海道北西沖（モデルNo.5）の地震礼文町

標津断層帯（モデル45_5）の地震別海町

標津断層帯（モデル45_5）の地震中標津町

【復習】対象とする災害
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北海道の想定地震・地震被害想定
全道の地震被害想定調査結果
（平成30年2月公表）

北海道の想定地震・地震被害想定
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/ktk/jishin_sotei.html

地域防災計画に対象災害の被害想定結果が記載されていない場合や
地域防災計画の記載内容が古い場合などに参照ください。

プルダウンから
自治体を選択

地震による各市町村の建物被害、
火災被害、人的被害等の想定結果
を調べることができる。
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【復習】対象とする災害
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演習問題に使用する数値
（資料４）は冬の夕方を
採用しています。

今回の演習問題では、建物
被害（全壊・半壊）、火災
被害（焼失棟数）を使用し
ています。

使用するデータ
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⼀般廃棄物処理実態調査結果（令和4年度調査結果）

⼀般廃棄物処理実態調査結果（令和4年度調査結果）
https://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/r4/index.html

今回の演習では以下のデータを使用しています。
■焼却施設
年間処理量（t/年度）
処理能力（t/日）
使用開始年度

■最終処分場
埋立容量（覆土を含む）（㎥/年度）
埋立量（覆土を含まない）（t/年度）
残余容量（㎥）

①災害廃棄物全体量
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災害廃棄物全体量の推計方法 第3版ワークシートp27

①災害廃棄物全体量
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災害廃棄物全体量の推計方法 第3版ワークシートp28
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①災害廃棄物全体量
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災害廃棄物全体量の推計方法 第3版ワークシートp28

 ワークシートでは「地震（揺れ）」、「水害」の組成割合を記載していますので
適宜、修正してください。

地震（揺れ） 水害

①災害廃棄物全体量
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災害廃棄物全体量の回答欄 第3版ワークシートp28

■災害廃棄物全体量の推計（発災前）

資料4に示される各自治体で想定される災害（地震（揺れ））の被害想
定から、災害廃棄物全体量を算出してください。

演習問題

推計方法
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★真狩村は住家・非住家全壊棟数の合計が10棟未満ため3,000tになります。
今回の演習では他の自治体の数字を使用して計算してみてください。

■災害廃棄物全体量の推計（発災前）

推計に使用する各係数
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■災害廃棄物全体量の推計（発災前）

建物解体に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1）の推計過程

木造全壊棟数
（ ）棟

木造半壊棟数
（ ）棟

非木造全壊棟数
（ ）棟

非木造半壊棟数
（ ）棟

全壊解体率
（ ）

半壊解体率
（ ）

全壊解体率
（ ）

半壊解体率
（ ）

木造全壊の
解体棟数
（ ）棟

木造半壊の
解体棟数
（ ）棟

非木造全壊の
解体棟数
（ ）棟

非木造半壊の
解体棟数
（ ）棟

全壊棟数
（ ）棟

半壊棟数
（ ）棟

北海道の
木造比率
（ ）％
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北海道の
木造比率
（ ）％

北海道の
非木造比率
（ ）％

北海道の
非木造比率
（ ）％

木造解体棟数
（ ）棟

非木造解体棟数
（ ）棟

赤：全壊棟数のフロー
青：半壊棟数のフロー

次頁のフローに続きます

全て小数点以下四捨五入
で計算してください。

■災害廃棄物全体量の推計（発災前）

木造解体棟数
（ ）棟

非木造解体棟数
（ ）棟

木造建物の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

非木造建物の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

建物解体に伴い発生する
災害廃棄物量（Y1）
（ ）ｔ
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建物解体に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1）の推計過程

非木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量※

（ ）ｔ/棟

木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量※

（ ）ｔ/棟

※建物1棟あたりの災害廃棄物発生量の推計

木造
木造建物
発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）

非木造
非木造建物
発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
非木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）

・・・①

※小数第2位を四捨五入

※小数第2位を四捨五入

※小数点以下四捨五入 ※小数点以下四捨五入

■災害廃棄物全体量の推計（発災前）

建物解体以外に発⽣する災害廃棄物量（Y2）の推計過程
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片付けごみ及び公物等
発生原単位
（ ）ｔ/棟

建物解体以外に発生する
災害廃棄物量（Y2）

（ ）ｔ

全壊棟数
（ ）棟

・・・②

※小数点以下四捨五入

■災害廃棄物全体量の推計（発災前）
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木造焼失棟数
（ ）棟

非木造焼失棟数
（ ）棟

全壊解体率
（ ）

全壊解体率
（ ）

木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

非木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

焼失棟数
（ ）棟

北海道の
木造比率
（ ）％

北海道の
非木造比率
（ ）％

非木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

非木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

焼失建物解体に伴い発生する
災害廃棄物量（Y1）
（ ）ｔ

焼失棟数
（ ）棟

焼失建物解体以外に発生する
災害廃棄物量（Y2）
（ ）ｔ

片付けごみ及び公物等
発生原単位
（ ）ｔ/棟

・・・③ ・・・④

※「全壊解体率」と「建物1棟あたりの災害廃棄物発生量」は次頁を確認してください。

⽕災焼失に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1・Y2）の推計過程



■災害廃棄物全体量の推計（発災前）

木造焼失棟数
（ ）棟

非木造焼失棟数
（ ）棟

全壊解体率
（ ）

全壊解体率
（ ）

木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

非木造焼失の
解体棟数
（ ）棟

焼失棟数
（ ）棟

北海道の
木造比率
（ ）％

北海道の
非木造比率
（ ）％

非木造1棟あたりの

災害廃棄物発生量
（ ）ｔ/棟

非木造焼失の解体に伴い
発生する災害廃棄物量

（ ）ｔ

焼失建物解体に伴い発生する
災害廃棄物量（Y1）
（ ）ｔ

・・・③

全壊解体率
火災焼失した建物は全て解体す

ると考え、解体率は「1.00」として

ください。

建物1棟あたりの災害廃棄物
発生量の推計

木造
焼失 木造建物

発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）

非木造
焼失 非木造建物

発生原単位

（m2/棟）×
市町村ごとの
非木造床面積

（t/m2） ＝ （t/棟）
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×

×

（100-34）

100
（％）

（100-16）

100
（％）

木造火災焼失に伴う
建物の減量率

非木造火災焼失に伴う
建物の減量率

⽕災焼失に伴い発⽣する災害廃棄物量（Y1）の推計過程 火災焼失に伴う発生原単位
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出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 【技14-2】 p.12

 火災焼失に伴う災害廃棄物発生量推計では、発生原単位に減量率を掛け合わ
せることで火災による減量分を考慮します。

【減量率の設定】

■災害廃棄物全体量の推計（発災前）

■災害廃棄物全体量の推計（発災前）
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①

（ｔ）＋
②

（ｔ）

＝ （ｔ）

＋
③

（ｔ）＋
④

（ｔ）

災害廃棄物全体量

■建物構造別被害棟数の推計（発災後）
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ある災害による被害が住家全壊棟数200棟、住家半壊棟数800棟、非
住家被災棟数が100棟でした。

次頁の推計フローの括弧内を埋め、木造全壊棟数、木造半壊棟数、非木
造全壊棟数、非木造半壊棟数を推計してください。

倒壊棟数の木造・非木造比率は北海道の数値（木造：89.2%、非木造
：10.8%）を使用してください。

演習問題

被害家屋棟数等の被害情報
は災害対策本部等から情報
を入手する



■建物構造別被害棟数の推計（発災後）
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住家全壊棟数
（ ）棟

住家半壊棟数
（ ）棟

非住家被災棟数
（ ）棟

全壊棟数
（ ）棟

半壊棟数
（ ）棟

非住家全壊棟数
（ ）棟

非住家半壊棟数
（ ）棟

木造全壊棟数
（ ）棟

木造半壊棟数
（ ）棟

非木造全壊棟数
（ ）棟

非木造半壊棟数
（ ）棟

住家の全壊・半
壊棟数で按分

倒壊棟数の木造・
非木造比率

倒壊棟数の木造・
非木造比率 赤：全壊棟数のフロー

青：半壊棟数のフロー

以降はp.12のフローに続きます
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出典：環境省災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-2】p.14

【参考】発災後の災害廃棄物発⽣量の推計

【参考】平成30年北海道胆振東部地震による被害状況

22出典：平成 30 年胆振東部地震による被害状況等（第126報）（令和6年8月1日）

 平成30年北海道胆振東部地震でも発災初期に報告される建物被害が最新の建
物被害に比べ極端に少ないことが分かります。

出典：平成 30 年胆振東部地震による被害状況等（第6報）（平成30年9月6日）

発災初期

最新

最新の建物被害は住家・非
住家ごとに被害が報告されて
います。

①災害廃棄物全体量
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必要な情報

①建物被害棟数（棟）

②延べ床面積（㎡/棟）

確認方法

①各市町村の地域防災計画、被害想定結果等
※自治体の地域防災計画によっては、具体的な被害数量を記載して
いない場合があります。

②固定資産の価格等の概要調書（総務省）
※毎年６月頃にデータが更新されるため最新データを入手してください。
出典：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/ichiran08_r05_00.html



②片付けごみ発生量

24

片付けごみ発生量の推計方法と回答欄 第3版ワークシートp29

■⽚付けごみ発⽣量の推計

25

資料４に示される各自治体で想定される災害（地震）の被害想定から、
片付けごみ発生量を算出してください。

演習問題

・・・①

被害棟数

＝ （棟）

⽚付けごみ発⽣量

片付けごみ発生原単位

（棟）×

①

（t/棟）＝ （t）

Ｘ5住家一部損壊

（棟）

＋

＋

Ｘ6床上浸水

（棟）＋

Ｘ7床下浸水

（棟）

Ｘ1＋Ｘ2 全壊

（棟）

Ｘ3＋Ｘ4 半壊

（棟）＋

水害の場合

0 0

★函館市、真狩村、北竜町、礼文町、別海町、中標津町は住家・非住家被害棟数の
合計が1,000棟未満ため700t程度になります。
今回の演習では他の自治体（釧路市、江別市、深川市）の数字を使用して計算して
みてください。

※小数点以下四捨五入
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必要な情報

・建物被害棟数（棟）

確認方法

・各市町村の地域防災計画、被害想定結果等
※自治体の地域防災計画によっては、具体的な被害数量を記載
していない場合があります。

②片付けごみ発生量 処理可能量の推計
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処理可能量のイメージ図
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③焼却施設の処理可能量
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焼却施設の処理可能量の推計方法 第3版ワークシートp33

・処理施設の余力を、年間処理量に分担率を掛け合わせる
ことにより算出
・分担率の割合は、安全側から最大限処理を行う場合の
計3段階で設定する

③焼却施設の処理可能量

29

焼却施設の処理可能量の推計方法 第3版ワークシートp34

・焼却施設を最大限利用する算出方法

処理期間は、災害廃棄物発生量等に応じて設定してください。
（2年間と設定する場合の実稼働期間は、事前調整を考慮して1.7年
としてください。）
処理期間を変更する場合は1編3章（3）2)もあわせて修正してください。

年間最大稼働日数は施設の実情に応じて設定してください。
（施設の定期点検等もあるため365日にはなりません。）

※月～土稼働していると想定

1編3章（3） 第3版ワークシートp5

③焼却施設の処理可能量
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焼却施設の処理可能量の回答欄 第3版ワークシートp34

 処理可能量は、低位～高位シナリオによる方法および施設の
余力を最大限活用する方法（公称能力最大活用）の2種類に
ついて算出します。

 単独処理の場合や構成市町村別の年間処理量が不明な場
合は回答欄の下段部分は削除してください。

■処理可能量の推計（焼却施設）

31

資料４に示される各自治体の以下のデータから、高位シナリオでの災害
廃棄物処理可能量を推計してください。

・年間処理実績（t/年度）

なお、処理期間は2.7年としてください。

演習問題

推計方法

★真狩村は焼却施設がないため、礼文町は処理能力が30t/日未満のため
今回の演習では他の自治体の数字を使用して計算してみてください。

★函館市は2施設の合計で計算をお願いします。

AE2825
長方形



■処理可能量の推計（焼却施設）

32

年間処理実績

（t/年）×

高位シナリオの分担率

（%）×

処理期間

（年）

＝

高位シナリオでの
処理可能量

（t/2.7年）

※小数点以下四捨五入

■処理可能量の推計（焼却施設）

33

資料４に示される各自治体の以下のデータから、公称能力最大での災害
廃棄物処理可能量を推計してください。

・処理能力（t/日） ・年間処理実績（t/年度）

なお、年間最大稼働日数は310日/年、処理期間は2.7年としてくださ
い。

演習問題

推計方法

★真狩村は焼却施設がないため、今回の演習では他の自治体の数字を
使用して計算してみてください。

★函館市全施設の合計で計算をお願いします。

■処理可能量の推計（焼却施設）

34

（t/2.7年）

公称能力最大での
処理可能量

※小数点以下四捨五入

③焼却施設の処理可能量

35

必要な情報

①処理能力（t/日）、年間処理実績（t/年度）

②処理期間（年）

③年間最大稼働日数（日/年）

確認方法

①各市町村の一般廃棄物処理基本計画、

環境省「一般廃棄物処理実態調査（令和4年度）」

②災害の規模や災害廃棄物発生量に応じて、適切
な処理期間を設定してください。

③施設の稼働状況（定期点検等）に応じて設定して
ください。
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④最終処分場の処理可能量

36

最終処分場の処理可能量の推計方法 第3版ワークシートp34

・処理施設の余力を、年間埋立処分量に分担率を掛け合わ
せることにより算出
・分担率の割合は、安全側から最大限処理を行う場合の
計3段階で設定する

・最終処分場を最大限利用する算出方法

④最終処分場の処理可能量

37

最終処分場の処理可能量の回答欄 第3版ワークシートp34

 処理可能量は、低位～高位シナリオによる方法および10年後
残余容量を処理可能量とする方法（残余容量-10年分埋立
量）の2種類について算出します。

 単独処理の場合や構成市町村別の年間処分量が不明な場
合は回答欄の下段部分は削除してください。

■処理可能量の推計（最終処分場）

38

資料４に示される各自治体の以下のデータから、高位シナリオでの災害
廃棄物処理可能量を推計してください。

・埋立量（t/年度）

なお、処理期間は2.7年としてください。

演習問題

推計方法

★函館市、釧路市、江別市、礼文町は施設の残余年数が10年未満のため、
今回の演習では他自治体の数字を使用して計算してみてください。

■処理可能量の推計（最終処分場）

39

埋立量

（t/年度）×

高位シナリオの分担率

（%）×

処理期間

（年）

＝

高位シナリオでの
埋立処分可能量

（t/2.7年）

※小数点以下四捨五入
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■処理可能量の推計（最終処分場）

40

資料４に示される各自治体の以下のデータから、 10年後の残余容量（
埋立処分可能量）での災害廃棄物処理可能量を推計してください。

・埋立量（t/年度） ・年間埋立容量（覆土を含む）（ｍ3/年度）
・残余容量（ｍ3 ）

なお、単位体積重量は1.5t/m3とします。

演習問題

推計方法

★函館市、釧路市、江別市、礼文町は施設の残余年数が10年未満のため、
今回の演習では他自治体の数字を使用して計算してみてください。

■処理可能量の推計（最終処分場）

41

1.5 ×

埋立量の2/3

42

必要な情報

①埋立量（t/年度）、埋立容量（m3/日）、
残余容量（m3 ）

②処理期間（年）

確認方法

①各市町村の一般廃棄物処理基本計画、

環境省「一般廃棄物処理実態調査（令和4年度）」

②災害の規模や災害廃棄物発生量に応じて、適切
な処理期間を設定してください。

④最終処分場の処理可能量

43

処理可能量の按分

処理可能量の按分

 一部事務組合等で処理している場合は、構成市町村の処理実
績で按分し、自治体の処理可能量を算出してください。

 実際の災害廃棄物処理に向け、受入可能量の調整が必要とな
ります。

（例）焼却施設・・・自市町村分の年間処理量が35,000（t/年度）だった場合

処理実績より50％を自市町村分として処理可能量を按分
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処理フロー

災害廃棄物全体量と処理可能量を使って、処理フローを作成します。
特に可燃物及び不燃物の発生量については、焼却施設及び最終処
分場の処理可能量と比較することで、どの程度の応援を要請すべき
かあらかじめ想定しておくことが可能となります。

・災害廃棄物処理計画（作成中のもの）
作成状況を確認させていただきたいため、途中で
も構いませんのでご提出をお願いいたします。
計画作成に専念できない方がいらっしゃいました
ら、弊社のほうで作成支援いたしますのでお早め
にご連絡ください。

提出していただきたいもの

45

締切⽇︓11月22⽇（⾦） 提出⽅法︓メール

46

TEL/FAX住所名称

TEL:029(851)6946
FAX:029(851)6964

茨城県つくば市
御幸が丘43

①応用地質株式会社
地球環境事業部
資源循環マネジメント部

TEL:011(200)9522
FAX:011(200)9523

北海道札幌市中央区
北1条東1丁目2番5号
カレスサッポロビル7階

②応用地質株式会社
北海道事務所

E-mail担当者

jimu-hokkaido@oyonet.oyo.co.jp共有メール

nakagawara-risak@oyonet.oyo.co.jp① 髙橋 理紗⼦ たかはし りさこ

sasaki-tomoko@oyonet.oyo.co.jp② 佐々木 知子 ささき ともこ

問合せ先
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